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私は1938年京都帝国大学農学部農林経済学

科を卒業,農業経済学専攻の大学院学生とし

て,故橋本伝左衛門先生ご指導のもとに満州

開拓問題の研究に従事した｡これが私の農業

開発に関する研究のはじまりである｡戦後は

国内農地開拓問題の研究に携わ り, さ らに

1961年以来京大東南アジア研究計画に参加,

主として東南アジア農業開発の実証的 ･政策

的研究をおこなった｡私の研究生活は大学卒

業後今日で40年に及ぶ｡必ずしも農業開発の

研究に集中したとはいえないが,旧満州国は

じめ中国本土,東南アジア諸国,さらにイン

ドやイランに至る実地調査や,アジア開発銀

行,国連食糧農業機関などの勤務をとおし,

一貫して農業開発問題について興味をもち続

けた｡

いま農業開発に関する半生の研 究 を総括

し,農業開発論の課題,とくに発展途上国の

農業開発の問題と戦略 (strategy)について,

私見を明らかにしたい｡

Ⅰ 発展途上国農業開発の必要性

発展途上国における農業開発問題は,まず

*本稿は,昭和53年3月18日京都大学楽友会館で
おこなわれた東南アジア研究センター主催定年
退官記念講演をまとめたものである｡
**京都大学名誉教授

それが必要であるかどうかとの観点からとり

あげられねばならない｡

この必要性はふたつの立場から論 ぜ られ

る｡第 1は人口増大に対する食糧供給の役割

という,いわば絶対的な食糧供給の見地から

であり,第 2は経済発展のための農業開発の

必要という,いわば相対的な見地 か らで あ

る｡このふたつは区別して論ぜられなければ

ならない｡

1. 人口増大と食糧供給

(1) 短rgj的視点と長期的視点

世界的にみて食糧の需給関係は変動してや

まない｡とくに短湖的にみると,ときには需

給関係が逼迫し,ときには緩和され,変転き

わまりないものである｡ これは国際的にも国

内的にもそうである｡ それにしたがって穀物

の国際相場は激しく変動をくりかえす｡

現在では世界的な食糧需給関係は一応バラ

ンスがとれているといえよう｡1960年代後半

にはインドの不作を契機として,世界的需要

はきわめて逼迫していた｡しかし,その後は

比較的需給のバランスがとれ,食糧需給関係

はいまのところ平静である｡

たしかに短期的視点からすれば,食糧需給

は現在それほど深刻な問題ではない｡ そのた

め,目下のところ国連食糧農業機構(FÅo)

の存在の影はうすいといえる｡ 私は同機構に
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1974年9月から1977年 2月未まで 勤務 した

が, FAO はその当初の目的である全世界的

規模における食糧増産の必要性 が うすまっ

てきたことを認めざるを得ず,そのかわり発

展途上国の農業開発に対する技術援助をとり

あげたのである｡ 具体的には, FAO活動の

中心がこれを担当する開発局 (Development

Department)に移り,食糧需給調節のための

調査を担当する経済社会局 (Departmentor

EconomicandSocialArrairs)の担当部局で

ある商品部 (CommodityDivision)は重視さ

れなくなっている｡

この食糧需給バランスの見通しとして注意

すべきは,短期的見通しと長期的見通しとの

区別である｡ 短期的見通しとしては,いま述

べたように現在は楽観的である｡これは,人

口増加率以上に食糧増産率が大きいことが少

なくともここ10年はつづくのではない かと思

われるからである｡ 食糧増産は,一方では既

耕地の単位面積あたり収量増加という内延的

耕境の前進,他方では未墾地の開拓という外

延的耕境の前進による｡ とくにこの両耕矧拍

進において,耕転行程と収穫貯蔵運搬行程に

おける農業機械化,新高収量品種普及と結び

つく施肥および病虫害防除の発展とがはたす

役割はきわめて大きい｡ すなわち,物理的 ･

化学的 ･生物的な農業革新に大きな期待を置

くことができよう｡ しかし,これまでの農業

増産は主として先進国とくにアメリカ,カナ

ダ,オース トラリア,ニュージーランド,ア

ルゼンチンなどにおいて営まれてきた｡ソ連,

中国の2大共産主義国家およびその他の開発

途上国においては画期的な増産が進められて

いない｡それだけに短期的楽観論が必ずしも

長期的楽観論になり得るとはいえない｡

もうひとつにはこれら楽観論か悲観論かの

問題は,全世界的考察はともかく,国別にみ

るとひじょうに差がある｡たとえば,楽観論

があてはまるのは先進農業国に限る｡ 発展途
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上田についていうと,たとえばかつての米の

輸山地帯たる東南アジア大陸部は,タイをの

ぞくとほとんど米の輸出能力を喪失し,タイ

でさえも全輸出中に占める米の輸出のウェイ

トは激減している｡

このように発展途上国の農業開発の必要性

は短｣机内祝点からでなく,長期的な,しかも

グローバルでない国別の地域的な視点から論

ぜられなければならない｡

(2) 楽観論と悲観論

発展途上国における農業開発とくに食糧増

産を予測するとき,とりわけ重要な問題,す

なわち人口増加の有限性,需給の高級化に伴

う需要食糧カロリーの飛躍的増大,潜在的農

業資源開発の有限性の3点をとりあげたいと

思う｡

(i)人口増加の有限性

長期的傾向として,現在年率 2- 3%で増

加しつつある発展途上国の人口増加が将来そ

のままつづくであろうか,あるいは減退する

であろうか｡この予測をたてることは理論的

にも実際1伽こもひじょうにむずかしい｡ しか

し先進国の例が示すように,長期的傾向とし

ては,発展途上国の人口増加率もその経済の

成長と安定とに伴い,早晩,増加率減少の転

向点に到達すると思われる｡ とくに中国,イ

ンドのような巨大国における産児制限政策は

効果があがるであろう｡ したがって,若干の

特定の国 (たとえば,フィリピン)は別とし

て,人口増加率は比較的に近い将来において

漸減しはじめるといえる｡ その意味で人口増

加は有限であると考え得る｡

しかし,発展途上国の経済成長の現実,そ

れに伴う食生活の改善,急速な保健衛生施設

の普及,さらに飢鰹に対する交通運 輸手段の

発達や国際的援助施設の整備などを考 え る

と,たとえ人に口曽加率の減少が予想されると

しても,それはかなり先のことであろう｡ し
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たがって,問題はいつ人口増加の転換点がく

るのかではなくて,転換点のくるまでに食糧

需給のバランスが崩壊しはしないかというこ

とにある｡この崩壊があと20年あまりのちの

今世紀末にはじまらなければ,われわれの幸

せとするところである｡ この点,農業開発学

者が人口学者と密接に協力する必要があると

思われる｡ 残念ながら,今日までのところ私

は,国連機関においてこの人口と食糧との関

係に関する権威ある総合的予想をおこなって

いるところを知らない｡これはこのPlE.]題のむ

ずかしさによるものであろう｡

(ii)所得上昇に伴う需要食糧の質的変化

これはとくに植物食糧から動物食糧へ需要

が転化する際に生ずる食糧需要の飛躍的増大

を意味する｡ 簡単にいうと,植物食糧をその

まま摂取することにくらべ,この植物を飼料

として成育した動物を摂収するならば,もと

のカロリーの少なくとも10倍も多くのカロリ

ーが必要になるということである｡

所得増大は食生活改革を意味する｡ 食生活

改善は植物質食糧に動物質食糧がとってかわ

ることを意味する｡ したがって,食糧のほと

んどが植物質食糧である発展途上国では,動

物質食糧に高級化されるにつれて,飛躍的な

食糧需要の増大が生ずる｡ これは単に発展途

上国のみならず,世界的規模においての食糧

需給のアンバランスをもたらす｡もちろん,

このためのアンバランスが今世紀に起こるほ

どに,発展途上国の国民ひとりあたり実質所

得が急速に高まるとは予想し得ない｡しかし,
この所得増大に伴う動物質食糧摂取は遠い将

来の食糧需給バランスに大きな影響を与える

であろう｡十分に注意されるべきである｡

(iii)潜在的農業資源開発の有限性

農業資源開発の可能性は,私にはかなり有

限的であると思われる｡ これには内延的耕境

と外延的排境とがある｡ 私のこれまでの開発

途上国での経験では,この外延的耕境にかな

り速やかに到達し得ることと思う｡

その端的な例はタイである｡ かつてタイ

は200万 トンの米の輸出と耕作者権利 (squat-

ters'right)とを誇った国であった｡私が調査

をしはじめた1960年代はじめは,すべて文献

が ｢自作農の国｣タイを誇っていた｡それか

ら10数年の今日,タイの深刻な問題のひとつ

は小作農問題である｡ これは外延的耕境に限

界を生じたことを意味する｡ またインドネシ

アのジャワ,スマトラ,カリマンタンなどの

魔人な海岸沼沢地は開発の可能性がほとんど

ない｡潮汐干満利用干拓方式も考 え られ る

が,その適用範囲は限られている｡ したがっ

て,主として地形,つづいて水と土壌条件と

のために,東南アジアにおける農業開発の外

延的耕境の前進はかなりきびしく制約されて

いる｡

私の限られた経験では,アフリカ,中近東

においても外延的耕境の前進は容易ならざる

ものがある｡したがって,これからの発展途

上国の農業開発はその内延的耕境の前進に政

策の重点が置かれるべきではなかろうか｡い

いかえると,現在の米の収量は東南アジアで

日本の約 3分の 1であるが,これを,国際稲

作研究所(IRRI)のねらうha･あたり10トンは

ともかくとしても,日本のもつ6トン近い水

準まであげることが大切ではないだろうか｡

このことは技術水準を高め諸投入を改良増

大することによって,かなりの程度まで可能

になる｡しかし,この内延的投入の改善増大

の限度にいつ到達するか,そしてその投入に

時間のかかることがひじょうに重要な課題で

ある｡その意味で,単に物量が無限でないば

かりでなく,時間的にも農業資源開発の可能

性はきわめて有限的であるといえよう｡
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2. 経済発展における農業の役割

(1) 先進国 ･産油国 ･発展途上国 ･社会

主義国

経済発展を論ずるとき,従来は全世界を先

進国と後進国とに大別した｡しかし,場合に

よって社会主義国を先進国と後進国のいずれ

のグループにも含めず別に一括する方法もあ

る｡ この場合,社会主義国の多くは後進国的

であるが,ソ連や中田と同一にあつかってよ

いものであろうか｡

ソ連や東 ドイツはそのひとりあたり国民所

得の面からみても,後進国としてとりあっか

い得ない｡といっても,これら諸国の経済組

織は先進国とは異なる｡ また中国はそのひと

りあたり国民所得では明らかに後進国的社会

主義国に属するが,その他の後進国とともに

一括するにはあまりにも巨大すぎる｡しかし,

その他の後進国的社会主義諸国については,

概して,一般の発展途上国と同じようにとり

あっかっても差し支えなかろう｡ たとえば,

ベ トナムはその政治 ･経済体系こそ非共産主

義国とは異なるが,発展途上国としての議論

や諸問題があてはまるであろう｡したがって,

発展途上国論においてほソ連,東欧諸国およ

び中国は社会主義国家として区別 され得 る

が,その他の群小の社会主義国は発展途上国

の中に含ましめられよう｡ もちろん,発展途

上国のうちどれが社会主義国であるかどうか

は,スリランカやエチオピア,ナイジェリア,

その他のアフリカ諸国のようにその判定がき

わめて因姓であるが,とりあえず世 界 は ソ

逮,東欧,中国をのぞくと先進国と発展途上

国とに二分し得ると考えられる｡

ところが,発展途上国のうち最近急激に国

民所得が上昇してきた産油国をいかにとりあ

つかうかも,開発経済学においては重要な問

題であるo開発戦略を議論するうえでは,冒

民所得が異常に大きな産油国は開発途上国か
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らはずしたほうがよいと思う｡ たとえば,サ

ウジアラビアやクェ- トのような世界最高水

準のひとりあたり国民所得をもった産油 国

を,もはやその他の貧困になやむ発展途上国

と同一にとりあつかうことはできない｡しか

し,産油国といえどもひとりあたり国艮所得

が低い国も少なくほない (たとえば,大国と

してインドネシア,ナイジェリアなの ｡した

がって,そのひとりあたり国民所得が発展途

上国の常識的な最高限(ただいまでは約1,000

ドル)よりも低い場合には,当然に発展途上

国に入れられよう｡ そうすると,サウジアラ

ビア,クェ-ト,アラビア湾岸首長諸国およ

びイラン, リビア,ベネズエラなどをのぞく

かなりの産油国は,やはり発展途上国の枠の

中にはまることになる｡

そこで発展途上国としての範聞であるが,

その限界をきめることは,理論的根拠におい

ても現実への応用性においても,ひじょうに

むず かしい｡ た とえ ば,貧 窮 線 (poverty

line)をきめるようなものである｡ しか も注

意すべき点として, 1国内の povertylineを

きめるのとは異なり国によって生活習慣にい

ちじるしい差異があり,また個々の商品や用

役の価格もちがい,換算基準となる為替相場

は必ずしも物価水準に対応していない｡した

がって,どこまでを発展途上国に含ましめる

かば厳密に規定できないであろうが,今日で

は,さきに指摘したように,年ひとりあたり

国民所得を 1,000ドルとするのがほぼ妥当で

あろう｡ そして,3,000-4ユ000ドル以上を先

進国とみなし,その間を中進国とみなすのが

よかろう｡ しかしこの範囲の中進国に属する

国の数は少ないから,特定の社会主義国とと

くに富裕な産油国をのぞけば,上 述 の よ う

に,全世界はだいたい先進国と発展途上_国と

に二分し得るわけである｡
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(2) 発展途上国における基本的経済問題

発展途上国に共通しての経済問題には,上

述のように,国民所得の低いこと,所得の不

平等なこと,および所得の不安定なことなど

がある｡ 所得の不安定性はさておくとして,

発展途上国において所得の増大と平等化を同

時並行的に達成しようとすることは,開発戦

略的にきわめてむずかしい｡ そのいずれかに

重点を置かねばならないであろう｡

私は,発展途上国の現実としては所得の増

大に重点を置きながら,かくして得られる拡

大所得分をできるだけ所得平等をもたらすよ

うに配分する2段的戦略が講ぜられるべきだ

と思う｡またこの際,開発戦略として,開発

途上国における自己資本蓄積の重要性も指摘

されなければならない｡ ところが現実にはそ

れはむずかしく,インド,パキスタンをはじ

め多くの開発途上国は債務償還がきわめて困

難な状態にさえおちいっている｡ その償還の

ための外資の再導入がおこなわれている｡

発展途上国では所得の分布平等よりも増大

を当面の目標に置くことが,この現実からし

て明らかである｡ とはいうものの,これは決

して所得分配についての配慮を放置してよい

というのではない｡ 発展途上国にしばしばみ

られるような,ひとにぎりの富裕階層と莫大

なプロレタリアートが対択的に存在し中流階

級を欠くという状態は,あらゆる対策をもっ

て是正されなければならない｡

(3) 経済発展における農業の役割

さて,発展途上国における経済発展に際し

最優先順位の置かれるものが農業か工業かと

いうことは,第 2次世界大戦終了後つぎつぎ

と新興国 (new nation)があらわれて くるに

伴い,きわめて深刻な問題になった｡おそら

く理論的には,農業 ･工業のいずれにもとら

われない均衡のとれた発展 (balanceddeveト

opment)が望ましいであろう ｡ しかし, 実

際の政策樹立にあたっては,均衡のとれた発

展をはかることはむずかしい｡したがって農

業か工業か,そo)いずれかに重点を置かなけ
ればならない｡

これについて,戦争直後から1966,67年ご

ろのインド亜大陸の不作に伴う食糧危機に至

るまでは,全世界的に工業化が新興国家経済

発展の重点であるとして,ひじょうに高 く評

価された｡これは,第 1次世界大戦後のソ連

の工業化とその契機を一にする｡ すなわち工

業化は本来,次の三つの契機によるといえよ

う ｡

第 1は,根本的理由といえようが,経済発

展すなわち近代化のためには工業,とくに重

化学工業が推進されねばならないとする経済

発展論 ･経済政策論である｡これは,先進諸

国は工業国であるので先進諸国に追いつき追

いこすためには工業化をしなければならない

とする,単純かつ盲信的な工業絶対必要論で

ある｡ 第 2には,より貝体的に, 工業 化 に

よってのみ急速な経済発展がはかり得るとす

る,比較的に現実的 ･相対的な経済計画論の

立場からである｡ そして第3は,最後には工

業化によって国家が prestigeousなプロジェ

クトをもっことができるとする,国家虚栄的

な立場である｡これは発展途上国に共通的に

みられた現象で,豪華などル,ホテル,病院,

大学や広大な製鉄工場を誇るのが それ で あ

る｡ そして,これら工業化論には共通して,

国民の70-80%を占める農民,この農民の住

んでいる農村,そしてこの農民によって営ま

れる農業が軽視ないしは無視されている｡

ところが上述のインド亜大陸の大凶作を契

機 として,農業の哀史性が見なおされるに

至った｡この場合,さきにあげた巨大産油国

は別であるが,一般の発展途上国は,まず第

1にその食糧の確保,第 2に国民の過半を占

める農民の生活水準の上昇こそ,なによりも
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重要であることにいまさらながら気づいたの

である｡ これは,食糧増産の軽視に伴う国民

的飢餓状態到来の必然性が認められるに至っ

たためでもある｡

ところでこの点注目すべきことがある｡第

2次世界大戦以前までは発展途上 国 の多 く

は,主として食糧供給国であった｡発展途上

国は,自国から原料と食糧とを輸出し,外国

から完成品を輸入するという貿易パターンを

とってきた｡ところが現在,発展途上国の多

くは食糧輸入国になってしまった｡ あるいは

そこまでゆかなくとも,東南アジア諸国にみ

られるように,発展途上国からの食糧輸出力

は激減したのである｡ したがって発展途上国

においては,自国の経済発展の最小限の必要

として食糧供給の確保をはかる必要がある｡

たとえば,インドネシア経済の安定と発展

とのためには食糧とくに米の自給が最も重要

であるとして,1969年からはじまった第 1次

経済5カ年計画以来,この国では米の増産が

最重点的にとりあっかわれてきている｡ これ

は1945年以来20年以上つづいたスカルノ政権

の工業優先政策とくらべて, 180度の転換で

あった｡インドネシアが食糧自給計画に重点

を置いたことは高 く評価してよい｡ 私は1968

-70年,アジア開発銀行派遣インドネシア農

務省顧問団団長として,この危機的なときイ

ンドネシアに滞在し政府の計画樹立に対し援

助したが,まさに食糧自給の確保こそ発展途

上国として不可欠な経済発展の条件 で あ っ

た｡しかし,この食糧自給は今日に至るまで

成功をみていない｡ここにインドネシア経済

発展のひとつの重要な問題がひそむ｡食糧自

給達成がいかに困難であるか,十分に思い知

らされるであろう｡

発展途上国の経済発展において,農業が食

糧増産を中心としてリーダー的な役割をはた

すべきことが,今日では幸いに広く承認され

るに至っている｡ この場合注意すべきは,こ
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こでいう農業とは,単に食糧のみならず,比

較生産費説の立場から相対的に有利な非食糧

農産物,たとえば綿花 ･ジュートなどをも指

すことである｡ とくに湿潤開発途上国の多く

は農業に相対的に有利に利用され得る資源,

すなわち降水をもつ｡それが積極的に開発さ

れることが必要である｡ その意味で私は相対

的に決して有利でない乾燥地帯における農業

の積極的開発には緯距する｡

現在,農業に経済開発の主導的役割を課し

ていることは単に理論的に正しい だ けで な

く,実践的にもしかりである｡ たとえば世界

銀行の1976/77年の借款のうち35%近くは農

業部門にあてられており,農業部門が最優先

部門としてとりあっかわれている｡ このよう

に,絶対的 ･相対的に農業開発の重要性は高

まることであろう｡

ⅠⅠ 発展途上国農業開発の条件

発展途上国農業開発にあたって注目すべき

は,それをとりまく,いわゆる与えられた諸

条件についてである｡ この条件の実態につい

ての正確な分析と認識とが,農業開発論ある

いは具体的には開発戦略設定のなによりの課

題となる｡ この条件の調査分析は,広くは 1

国の総合開発計画の基礎条件ともなれば,ま

た狭 くにはひとつのプロジェクトのフィージ

リビリティ･スタディの主要調査項目ともな

る｡

農業開発の条件は複雑であるが,まず開発

の基礎をなすものは自然とくに土地条件であ

り,これに労働力が働きかける｡ それには資

本が必要である｡ さらに技術水準が問題にな

る｡ また単なる労働力の問題のほかに,開発

経営の主体としての開発主体あるいは組織の

問題が入ってくる｡ 私はいま,農業開発論の

課題としてそれぞれの条件について重要かつ

普遍的と思われる問題の所在を指摘したい｡
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1. 自然質淑

農業開発にあたってまず第 1に問題となる

のは自然資源である｡ 自然資源 は森 林 ･水

産 ･狩猟 ･鉱産など,いろいろな資源からな

るが,農業開発においてとくに問題となる資

源は,土地と水である｡

農業開発はいうまでもなく,この土地と水

とを利用して広い意味での農業生産 を はか

る｡ この場合,上述のように,農業の増産は

ふたつの耕境,すなわち内延的耕境と外延的

耕境の前進として進められる｡ この桝境を決

定するものは没入 (input) と症出 (output)

との価格関係であるが,これを規制するもの

として自然条件と技術条件がある｡

この自然条件としてとくに注目されなけれ

ばならないのは,上述の土地すなわち土壌条

件と地形条件のほか,水すなわち気候条件と

水利条件である｡

この自然条件について第 1に注 意 す べ き

は, これらの諸条 件のうち, 比較的に修正

(modify)しやすい条件とそうでないものと

があることである｡ いわば絶対的条件と相対

的条件といい得よう｡ 絶対的条件にほぼ近い

ものとしては,漕排水によって制御し得る降

水関係をのぞく気候条件である｡ もちろん温

度の制御も先進国では実験室的にあ り得 る

が,現場においておこない得ない｡地形条件

も濃排水工事によって制御し得る部分もある

が,概して地形条件の変更はむずかしい｡土

壌条件は施肥あるいは土壌改良によってある

程度変化し得るが,大規模な土壌条件の改善

はむずかしい ｡ したがって地形 ･気候および

土壌条件は,いわば絶対的な条件に近いもの

と考えられる｡

これに対して農業開発として比較的に実行

可能な自然条件の改善は,水利条件の改善で

ある｡ とくに,そのうち大きな役割を占める

のは,自然降雨に依存する天水農業を港就農

業に改善すること,あるいは不完全な水利農

業を完全なものにすることである｡ これが発

展途上国の米作地′削こおける農業開発の最も

重要な政策手段となったのも必然的だと思わ

れる｡この藩政農業におくれてではあるが,

排水農業もこれから大きな課題となろう｡ と

くに東南アジアの大河川の河目地に展開する

干満潮汐地の干拓は,上述のように,インド

ネシアの海岸地帯とくにカリマンタンのバ リ

トー河流域の開発計画に代表されるように,

きわめて困難であるが,なおかつこれからの

東南アジア農業開発の主要課題をなすであ

ろう｡

また従来の水利条件の改善は,主として水

田造成あるいは水田濃藍用水確保のためにお

こなわれてきた｡しかし東南アジアの農業開

発にあたり,水田開発については相対的な限

度が存在する｡ 水田にかわって畑地開発がこ

れからの大きな問題になる｡この畑作農業の

ためどれだけの水分が確保されるべきか,と

いういわゆる畑作濯概の問題がある｡ これは

これまであまりとりあげられなかったが,臥

は必ずや問題にされることと思う｡

さらに進んで,東南アジアにおいてはほと

んど問題にならないが,世界の大半の開発途

上国では降雨不足という問題もある｡ すなわ

ち,乾燥地,半沙濃地あるいは沙漠地の状態

においてのことである｡ したがって,乾燥地

農業をいかにおこなうか,とくに水分の供給

は,さきにも述べたように,相対的有利性の

原則から私は望ましいとは思わないが,実際

の国際政治や経済の関係からして大きな研究

課題をなすであろう｡

第 2に,そのために重要なことは,開発に

あたって自然条件を精査し,それにもとづい

て自然条件の克服を正確に計画化することに

ある｡ これは開発主体 ･技術水準 ･資本提供

などのその他の農業開発の問題点と関連する

が,従来の発展途上国開発計画においてはこ
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の点についての配慮があまりな され て いな

い｡プロジュクト別にコンサルタント会社に

任されることが多い｡コンサルタントはきわ

めて短期的に調査しなければならないし,ま

たプロジェクトがフィージブルであるとの結

果を出すのが普通であるから,客観的に精密

に調査されたとはいいがたい｡ しかも,個々

のプロジェクトが国全体の開発計画とどう関

連するか,必ずしも国全体の開発計画が十分

に調査されていないことも多い｡したがって,

農業開発として最も重要な自然資源の総合利

用が必ずしも満足な調査のもとで計画された

とはいいがたい｡ここに農業開発論のひとつ

の重要な課題がある｡

その意味で私は,農業開発のための基礎調

査,とくに土地と水利とについての長∋紺内総

合的調査の必要を,農業開発論の実践的立場

から,とくに力説したいと思う｡

第 3に,発展途上国のうちとくに東南アジ

アについて注意すべきは,東南アジアの自然

条件は必ずしも農業生産に対し恵まれたもの

であるとはいえないことである｡ これは拙著

『東南アジア農業開発論』(1968)において指

摘したところであるが,たとえばとくに,熱

帯作物は温帯作物よりも一般に気候条件-の

適応力に欠けていること,降水の年間ならび

に季節的分布の変動の激しいこと,強風に見

舞われ樹木作物が影響を受けやすいこと,気
温と湿度とが高すぎること (とくに稲作の場

令),畜産部門に不適当なことなどがあげられ

よう｡ 私は,東南アジアをその豊かな降水と

高い気温のため農業開発の楽土であるとする

見方をきびしく戒めねばならないと思う｡

第4に,これに関連してではあるが,東南

アジアはつい最近まで,その巨大隣国たるイ

ンド亜大陸の諸国や中国にくらべ,ジャワを

のぞくと人口疎放と広大な未開拓地の広がり

を特徴としてきた｡しかし最近の諸調査研究

の結果,広大な末開墾地は,地形条件 ･土壌
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条件 ･水利条件などのために必ずしも有利な

未開墾地でないことが明らかになってきた｡

あるいは既耕地,とくにその農耕生産の中心

をなすデルタの米作においては,生産力を高

めるためには水利調節がどうしても必要なこ

とが明らかになった｡たとえば,タイ農業開

発のうち大成功と思われるチャオプラヤ河流

域の開発は,このチャオプラヤの本支流の水

利調節にある｡ したがって,この経験をメコ

ン河やイラワジデルタに生かそう とす る と

き,技術とならんで資本投下の必 要性 が ひ

じょうに高まってくるのである｡ すなわち自

然条件の克服は,なによりも技術水準の上昇

とむすびついた資本投下のいかんに関わると

いえよう｡

2. 質本

lで論じたことから,資本は農業開発論の

最も重要な問題となる｡ 具体的に農業開発に

おいて資本が論ぜられる場合つねに問題とな

るのは,タイの輸出米にプレミアムを賦課す

るケース以外,国内でそれがひじょうに蓄鎖

され調達されにくいとの事実である｡これは,

明治以来日本が主として農業部門からの税収

でもって経済発展をはかった,という古典的

かつ模範的ケースとは全く相反する｡ つまり

日本の場合とは異なって,現在の発展途上国

では,農業部門あるいは農村部門において国

民経済拡張再生産に必要な資本蓄積が実際に

ほとんどおこなわれてこなかったし,また近

い将来おこなわれそうでない｡ なんらかの外

部からの資本投下がない限り,農業部伸 こ関

しては停滞的な単純再生産過程しかあり得な

い｡とくに東南アジアの場合,熱帯 プ ラン

テーションに対する外国人資本の投下が第 2

次世界大戦とともに終わってしまったので,

民間資本の投下はきわめて限られている｡ し

たがって農業開発,農業発展における資本の

制約はきわめていちじるしい｡ そして,農業
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発展を農民の自己資本蓄積に依存する限り,

そのテンポはきわめておそいといわざるを得

ない｡

なぜ,発展途上国における農民の自己資本

蓄精が,日本の場合と異なってきわめて限ら

れているのかということは,たしかに興味あ

る設問であろう｡私はやはりこのことは土地

ならびに,とくに労働の低位生産性に帰せざ

るを得ないと思う｡ その低位生産性の原因と

しては技術水準,勤労意欲や能力を合めての

労働の質の問題,そして循環論法になるが資

本の欠如があげられよう｡

それだけに,農業生産をして拡大再生産に

ふみきらせるためには,どうしても刺激とし

て農業外部からの資本投入が必要となる｡ と

ころが発展途上国は,産油園をのぞくと主と

して農業国である｡ もはや中進国に属する稗

田,台湾の場合をのぞくと,工業 発 展 は ひ

じょうにおくれている｡ したがって,農業以

外の部門つまり工業部r判こ質本蓄精を求める

ことは,きわめてむずかしい｡

しかも,農業開発はもちろんのこと一般経

済拡大再生産のための質材は,国内工業のお

くれのため主として輸入を持たね ば な らな

い｡ それだけに,甲に農本が必要であるだけ

でなく外貨が必要である｡ しかも,産油国の

場合をのぞくと,発展途上国では一般にこの

外焦がきびしく不足している｡

したがって,農業開発のための外国資本の

投質あるいは借款による導入が必要不可欠と

なる｡ 外国資本導入には私的ベース と政府

ベースとがあるが,森林伐採や水産業のよう

な部門をのぞく狭義の農業開発の場合,私的

ベースでの民間投資や民間借款に期待するこ

とは,あとにも指摘するどとく,残念ながら

むずかしい｡企業ベースでの農業開発は,節

2次世界大戦後はいろいろな理由で有利でな

くなったためである｡ たとえば,わが国の数

少ない農業開発の民間粒質のケースとして,

インドネシアのスマトラ島南端のランボン開

発が1968年からはじめられ,現在三井物産,

伊藤忠,三菱商事がそれぞれプランテーショ

ンをもっている｡ しかし,地域開 発 には ひ

じょうに貢献しているものの, 3社とも会社

としての経営はなかなか容易でない｡ランボ

ン開発は農業開発に対する民間投 資 の モデ

ル ･ケースといわれたのであったが,これに

よっても現在,少なくとも東南アジアにおけ

る農業開発の民間投質はいかに困難であるか

がうなずけよう｡

したがって,残された可能な資本導入は,

2開閉および多国間レベル,すなわち国際金

融機関による政府ベースでの資本 導入 で あ

るO これは,民間ベース投資の減退と反比例

して,今後農業開発にあたっていよいよ重要

な役割をはたそう｡ しかも,国際機関ベース

での農業祭本投下にあたり,OPECや IFAD

(国際農業開発機構)あるいは2国問ベース

でのサウジアラビア基金のような産油国のは

たす役割は大きくなるものと思われる｡ それ

だけに,農業開発における資本は,いよいよ

国際政治的な性質のものになるであろう｡私

はこれは決して望ましい傾向とは思わない｡

むしろ,経済ベ-スにのる民間資本の投下が

一層はかられるよう計画すべきではなかろう

か｡農業開発のおくれはまさに民間資本導入

の制約にこそあるといえよう｡ 本質的に政府

曽木は民間資本の呼び水的役割をはたすべき
である｡

3. 労働力

農業開発諭における農業開発のための労働

力は,その質と鼠とに分けて,検討されねば

ならない｡

最の視点からいうと,発展途上国では同に

よって異なり,雇傭不足の場合と雇傭過剰の

場合とがある｡ しかしアジア諸国では,労働

力過剰の場合が普通である｡とくにインド,
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パキスタン,セイロン,バングラデッシュな

どのインド亜大陸諸国や中国はその典型をな

す｡これらの諸国は絶対的な人口過剰状態に

あるといえよう｡ したがって,農業開発のた

めの労働力不足の問題はもうとう存 在 しな

い｡過剰労働力をいかに農業開発に吸収する

かが問題となる｡ あるいは,過剰労働力解消

のための農業開発が考えられなければならな

い｡そこで,労働集約農業-の発展はもとよ

り,中国でみられるような農業生産施設,と

くに漕翫排水のための高度の労働集約化もお

こなわれねばならないであろう｡ 農村副業あ

るいは農村工業もまた,過剰労働力吸収のた

めに必要であろう｡まさに農業開発は過剰労

働力吸収対策とさえいえよう｡

しかし,発展途上国農村において必ずしも

労働過剰であるとは限らない｡ ア フ リカ,

オーストラリア,南アメリカにおいては労働

力不足が農業発展の制約条件をなす｡

また,東南アジアについてみると,農村労

働力が過剰であるとみられるのはジャワだけ

である｡ この島は絶対的な労働力過剰に悩ん

でいる｡ それだけに外硫 (outerislands)-

の移住が深刻な問題になる｡ ただ,この場合

注意すべきは,インフラストラクチャーの整

備が必要なことである｡ とくに交通手段が整

備されなければならない｡ひとたび交通条件

が改善されると,急速に移住が進められる｡

これが,ここ10年にみられるスマトラ南端の

ランボン州の事例である｡ しかし注意すべき

は,ランボン州は自然的 ･交通地位的条件か

らみて,インドネシアとしてはとくに恵まれ

た外領開発適地である｡ 私はこれに比肩する

開発適地を知らない｡ ほとんどのインドネシ

アの末開発地は単に自然条件 (とくに排水や

地形条件)が劣っているだけでなく,交通条

件に恵まれていない｡したがって,外聞の開

発移住のためには莫大な先行投資が必要とさ

れる｡しかも,この投資効果あるいは門用便
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益計算結果だけでは有利でない場合がきわめ

て多い｡外領移住によるジャワの過剰農村人

口の解決という方法は,少なくとも資本制約

のために,さしあたってきわめてむずかしい

といわざるを得ない｡

しかし,インドネシアをのぞく東南アジア,

とくにその大陸部においては広大な可耕未墾

地が残されている｡ これがタイをして ｢自作

農の国｣たらしめた理由である｡ くりかえし

いうが,ジャワをのぞくと農村過剰労働力問

題は,大陸部諸国はもちろん,マレーシア,

フィリピンなどの半島島峡部諸国 において

も,いまのところ存在しないといってよい｡

これら増大してゆく労働力を吸収する自然的

可耕地は人口過剰国にくらべては相対的にき

わめて広い｡そのため,これらの諸国の高い

人口増加率は,今までのところ経済発展の樺

稽ではなく,むしろ促進要因になっていると

いえよう｡

とはいうものの,すでにタイの都市近郊で

小作農問題が激しく論じはじめられ た よ う

に,高い人口増加率が農民生活水準上昇の大

きな檀稽となる事態がいずれ遠からず生まれ

るものと思われる｡ したがって,東南アジア

諸国における高い人口増加率を決してそのま

ま楽観するわけにはゆかない｡

当面の農業開発論の課題のひとつとしての

労働力政策は,たしかに量的に地域的移動を

はかることにある｡ いわば内国植民の問題で

ある｡ ビ ルマのf部デルタやタイの東北部開

発はたしかにその重要な対策であるといえよ

う｡しかし注意すべきは,東南アジア諸国が

この労働力対策にあまり関心をもっていない

ことである｡たとえば,上述のように,イン

ドネシアの場合は外領植民のための調査活動

がほとんど皆無に近い｡ したがって,計画移

住はほとんどおこなわれていない｡ 外銃-の

移出よりも外駈からの移入が多いのではない

かとさえいわれている｡いずれにせよ,農業
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開発論の-課題として,労働力の地域的配分

が十分に注意されなければならない｡

それとともに,農業開発にあたりこれから

とくに注意されなければならないのは,労働

力の質の問題である｡ これは率直にいうと,

東南アジアの労働者が本質的に怠惰であるか

どうかとの問題に関わる,ひじょうにむずか

しい問題である｡ しかし,私は東南アジアの

農業労働者がその置かれた諸条件,たとえば

気候あるいは栄養条件を考慮すると,とくに

怠惰であるとは思われない｡しかし,その質

を改善するための余地はひじょうに大きいと

思われる｡ そのためには,栄養水準の向上を

とおしての体力の改善や,医療施設の改善,

また初等教育のほか,職業教育を主とする教

育制度の普及も考えられなくてはならない｡

いかに効果的に農業労働者の質を改善するか

は,農業開発論の重要な課題である｡

労働力の質的改善としては, 1967年 以来

UNESCO,FAO,ILOの農業教育と訓練の

合同諮問委員会の委員を数年にわたって勤め

た私の経験からいっても,初等教育の充実,

それにもとづく中等職業教育の必要性を痛感

してやまない｡この点,発展途上国全体とし

て,いまなお初等教育がとくに質的に劣って

いること,中等職業教育が軽視されているこ

とが指摘されねばならない｡東南アジア諸国

においてもしかりである｡ この問題について

は深 く立ち入らないが,ここでは職業教育の

重要性を強調しておく｡ この職業教育として

の農業教育拡充にさしあたって最大の障害と

なるのほ,意欲的かつ能力ある教員が不足し

ていることである｡

4. 開発主体

農業開発の主体は農業開発論においてつね

に最も重要な問題とされる｡ 発展途上国にお

ける農業開発の主体,すなわちリーダーとし

ての役割をはたすものは,今Hにおいてはそ

の政治 ･経済体制のいかんを問わず政府であ

る｡もちろん,かつては企業農経営 (planta-

tion)の担当者であるプランター (planter)

もそうであったし,部分的には地主や自営農

民もそうであった｡

さきにも指摘したどとく,植民地時代,東南

アジアに限らず,広く発展途上国の農業開発

にあたってプランテーションのはたした役割

は大きいものであった｡たとえば,わが国の場

合でも,台湾における糖業会社による甘庶プ

ランテーションの経営,あるいは南朝鮮にお

ける拓殖会社や個人地主による水閏開発は,

まさにその典型であったといえよう｡ また,

東南アジアのプランテーションにおけるゴム

や油ヤシをはじめとする熱帯作物栽培は,東

南アジア農業開発そのものでさえあった｡

しかし,第 2次世界大戦後,外国人資本の

経営を本質とするプランテーションは,まさ

に終息を告げんとしている｡ かつて砂糖の島

といわれ たジャワの甘庶プランテーション

も,一部の国営をのぞいてほほとんど消滅し

てしまった｡ 世界的にみてプランテーション

は消えうせたのではなく,東アフリカでは新

しく形成されているが,とくに東南アジアに

おいてはプランテーションによる農業開発は

ほぼ終わりを告げたといってよかろう｡

発展途上｢那円発においては現住自営農民も

開発主体の役割をはたしておらず,ほとんど

がフォロワー (従属者)の地位にある｡ 現住

農民がなぜフォロワーでしかあり得ないかに

ついては,いろいろな理由があげられよう｡

根本的には,その経営は零細でありしかも借

地農の場合が多いので,拡大再生産のための

資本蓄積がほとんど不可能である｡ また,企

業能力,とくに資本調達のための金融能力を

欠いているほか,金融市場も整備されていな

い｡さらに,農業技術水準も低い｡これら諸

特質の原閑がいずれにあるかは問題 で あ る

が,端的にいって,日常農民,借地農民のい
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ずれもが農業発展の担い手にはほとんどなり

得ない｡

なお,発展途上国における地主が農業開発

の担い手であり得るかどうかもきわめて興味

があるところだ｡概していうと,第 2次世界

大戦前まで発展途上国の地主は農業開発に大

きな役割をはたしたといえよう｡ とくにプラ

ンテーションも一種の地主経営であるO それ

以外に,地主が移民を招致して開発をはかっ

た南米の場合も地主経営の典型である｡ 東南

アジアにおいても,タイのバンコク北部のラ

ンシット開発はその一例である｡ しかし,農

業開発における地主の機能も第 2次世界大戦

後,後退していった｡そして多くの地主はこれ

までとは変わって,その蓄積資本を農業以外

の産業部門に投下することに意欲的である｡

したがって,実質的な農業発展の担い手は

好むと好まざるとにかかわらず,主として政

府以外ではあり得なくなってしまった｡すな

わち,発展途上国が発展を志向する限り,政

府がそれを担当しなければならない｡ 政府が

担い手になり得ることの理由は,根本的には

政府以外の農業発展の担い手がないことにあ

る｡ あるいは,農業開発のための資本が政府

以外では賄い得ないともいえよう｡ 企業者が

農業開発に意欲的だとすると,その資本調達

能力からみて企業者資本を農業開発に導入し

得る｡ しかし,上述のように,企業者は農業

開発から後過してゆく｡ 同じく地主に資本提

供を期待し得るとしても,その蓄積資本が限

られているだけでなく,地主自身農業投資に

興味を喪失してゆく｡ したがって,主として

政府のみが農業開発のための資本調達が可能

であり,それゆえ農業開発論では政府の機能

がきわめて大きな問題となる｡

この場合,政府の租税その他の財政収入は

限られているから,借款や投資に依存せざる

を得ない ｡ 発展途上国では,国内借款は産仙

洞以外無理であるから,どうしても外｢lqから

168

16巻1号

の借款や投資に依存せねばならない｡この対

外借款による資本調達は第 2次世界大戦後の

農業開発の主流となった｡資本調達において

はたす政府の役割は,農業開発を左右するの

である｡

政府が農業開発をになう場合注意すべきこ

とは,政府 に資本調達能力のほか調査,企

画,つづいて実施をおこなうだけの十分な能

力がありや否や,いいかえると政府が企業者

としての役割をはたし得るかどうかというこ

とである｡

率直にいうと,第 2次世界大戦後独立した

多くの新興国においては,政府にこの農業開

発のための諸能力が欠けてきている｡ それを

補ったのが,旧植民地時代から居残ったかつ

ての宗主国の官吏であった｡しかし,これら

官吏も漸次引き揚げるにつれ,新興国は自ら

の手によって農業開発の調査,計画,遂行を

おこなわねばならなくなった｡ そのため,い

ろいろな問題が生まれている｡

第 1は,中央段階における企画担当の官僚

の能力である｡東南アジア諸国についてみる

限り,戦後エリート官僚の水準はひじょうに

改善されたといえよう｡ しかし,このエリー

ト官僚についても問題がないわけでない｡と

くに,かれらが農村の実態にどこまで通じて

いるかが問題であろう｡ それだけに,より一

層只休的な調査研究や統計の整備が必要であ

る｡ それにしても,エリート官僚を戦後30年

ここまで養成し得たことは,万事テンポの緩

慢な東南アジアとしては大成功であったとい

えよう｡

しかし第 2に,地方官僚組織は,中央官僚

組織が比較的に活動的 ･進歩的なのに対し,

きわめて受動的 ･停滞的である｡ 実際に農業

生産が営まれる場である地方の行政は,きわ

めてルーズであり沈滞している｡ 積極的な中

央政府に対し,地方政府が消極的なことにし

ばしば驚かされるoLll央政府の一群のエリー
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トにくらべ,地方政府のほとんどすべての官

吏の行政能力が低くかつ行政意欲に乏しい｡

私はここ20年にわたって東南アジア諸国の農

村をしばしば訪ね,地方官吏にいくたびとな

く接触をもったが,地方の官吏にそう大きな

変化があったとは思われない｡したがって,

官吏の再教育あるいは現場教育がひじょうに

必要であり,官公吏の昇進 ･給与を含めての

行政管理の改善がきわめて深刻な問題である

と思われる｡

第 3に,政府としてとくに必要なのは ｢清

潔｣な政府たることである｡ 発展途上国に共

通して広く腐敗汚職がみられるだけに,これ

は深刻な問題である｡ 官吏の多くが職務を通

じていかに自分の利益を得るかにかれらの唯

一の関心を示していることは,残念ながら現

実なのである｡ この腐敗汚職の問題は単に官

吏だけに限らず,農業開発の実際において重

要な役割をはたすべき村役場や農業協同組合

の役職員についてもいえる｡私は1968年から

70年にかけてインドネシアのいわゆ る ビマ

ス ･ゴトンロヨン計画に従事したが,最も驚

かされたことは,正確に事務をとる能力が官

吏組織の上から下まで欠けており (い わゆる

キラキラの精神),あらゆる機会を利用して汚

職をはかることである｡役得を得ることは常

識なのである｡ このインドネシアの経験は終

生忘れることができない｡

第4には,農業開発を国家が担当する以

上,その担い 手たる官公吏の質と量について

十分に注意が払われねばならないことも,農

業開発論の貝体的な課題のひとつとなる｡ と

くにこれと関連して,政府官吏に対する農業

開発の担い手たるべきための専門的訓練 ･教

育の実施という問題が十分にとりあげられる

べきである｡いいかえると,国家は農業開発

のための資本提供者にとどまらず,新農業技

術の提供者たらねばならない｡これについて

は,次に,農業技術の水準と関連させつつ述

ベよう｡

5. 技術水準

農業開発を望むならば,理論的には,その

内延的 ･外延的耕境前進のために農業技術水

準を上昇させなければならない｡農業技術の

上昇こそ農業開発論のひとつの重要な課題で

ある｡

農業技術の上昇,いいかえればその革新の

ためには,その担い手あるいは改革者 (in-

novator)が問題になる｡わが国においてはこ

の担い手として筒農家があったが,発展途上

国においては残念ながら篤農家を見出すこと

はむずかしい｡したがって,農業技術の進歩

は主として国の担うところになる｡各国にお

ける中央および地方農業試験場における農業

技術者がこの役割をはたす｡

ところが1960年代に入って,東南アジアで

はさきに述べた国際稲作研究所 (IRRI)が設

打られ,IR5,IR8などをはじめとする稲の

新品種の育成に大きな成功を収めた｡現在世

界にはIRRIを含めて七つの国際農業研究所

があるが,これが農業技術の研究ならびに教

育にはたしている役割はひじょうに大きいと

いうべきである｡ 現在の農業技術に関する研

究が国際協力のもとに進められていることは

正しい｡しかし,反面,農業は地域的自然条

件に左右されるところが大きい から,これら

国際的な研究所で育成された新品種も,各々

の地方の条件に合致したものに現 地 化す る

(localize)必要がある｡ いわゆる現地化 (lo-

calization)の問題である｡それだけに,各国

の中央ならびに地方農業試験場の試験研究に

もとづく農業改良普及の役割は大きい｡

ところが,発展途上国全般に,農業技術水

準の上昇について最も中心的な役割をはたき

ねばならない農業試験場に対する関心が残念

ながら低調だ｡試験研究の実態は旧植民地時

代よりも,今日概して後退したといってよか

169



東南アジア研究

ろう｡

農業技術の試験研究にあたっても,農業の

地域化のために,農業試験場の地域分場ある

いは地方試験場が必要となる｡私はタイの地

方試験場をかなり細かく歩き回った経験があ

るが,地方研究施設はおしなべて貧 弱 で あ

る｡ それだけでなく,試験研究のスタッフが

量 ･質ともに劣り,またその研究意 欲 も低

い｡これには,タイの試験研究が中央で完全

に統制され,地方試験場に自主性が与えられ

ていないことも関連している｡ かつてプラン

テーション経営者が個人あるいは組合で農業

技術開発にいそしんだが,これは今や国家の

手によって営まれねばならない｡したがって,

農業試験研究の地方化と中央 ･地方を通じて

の質 ･量の改善が強く要請される｡

さらにこの新しい農業技術水準を農家にも

たらすために,農業改良普及組織がもたれな

ければならない｡この普及組織は,研究組織

とあい並んで重要である｡ ところが,東南ア

ジアを含め発展途上国においては,おしなべ

て農業改良普及組織は低調である｡ その理由

は,これまた農業開発論の課題であるが,節

1に政府がこの重要性を十分に認識しておら

ず,これにほとんど予算を割かない｡第 2に

改良普及員の育成が十分でないことがあげら

れる｡ はなはだしい場合,インドネシアで出

会ったケースであるが,小学粒卒業生をたっ

た 1年だけ訓練して普及員にあてている｡質

的に訓練された改良普及員の量的供給を可能

にするためには,まず中等農業教育の拡充を

はかることが必要である｡わが国でのかつて

の農学校,現在の農業高校がこれにあたる｡

ところが東南アジア諸国では,地方レベルで

の中等農業教育はあまり普及していない｡こ

れは予算関係もあってのことだが,もうひと

つには農科大学卒業生が地方の農業高校赴任

を嫌がるという事実のゆえでもある｡ その意

味からいっても,発展途上国の中等農業教育
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は全教育体制から全体的に見直されねばなら

ない｡

これには改良普及員の待遇の問題 が関わ

る｡ 改良普及員の質的向上をはか るた め に

は,その給与水準を改善し,かつ昇進方法を

工夫しなければならない｡ ところがこの点に

ついての配慮が欠けており,勤務条件が一般

にきわめて悪い｡十分に反省されるべきであ

ろう｡

ⅠⅠⅠ 発展途上国農業開発の戦略

農業開発論の課題 とするところのひとつ

は,発展途上国の農業開発の戦略である｡ そ

れには,発展途上国の自主的戦略と先進国の

援助戦略とがある｡

1. 発展途上国の自主的戦略

まず発展途上国側の自主的開発戦略につい

てである｡ 発展途上国の力だけで経済開発が

可能なのは,離陸段階後の発展途上国,すな

わち中進国的段階においてである とい え よ

う｡ したがって,この自主的戦略だけで開発

をはかるためには,まずその国の経済が停滞

段階から離陸しなければならない｡ そのため

にも後述のように先進国からの援助が必要と

される｡ しかし,ここで強調したいのは,離

陸段階前の発展途上国においても先進国から

の援助に全面的に依存するべきでなく,その

ためつねに戦略を自主的に準備しなければな

らないことである｡

この日主的戦略において注目され るべ き

は,第 1に計画的開発ということである｡ こ

の場合,国家が積極的に経済をリードしてゆ

くだけの自主的な計画をたてる体制 の完備が

必要である｡ そのため,ひとつには,調査機

能 ･計画機能が強化されなければならない｡

具体的には各現業官庁のほかに,中央に,経

済開発計画官庁が設けられなけれ ばな らな
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いOインドネシアの経済企画庁(BAPPENAS)

はこれにあたる｡ しかし,計画がきめ細かく

地方の事情に適応するために,地方の調査計

画官庁も完備されなければならない｡

このように自主的な開発計画をたて,これ

を実践に移してゆくためには,あくまで計画

が実行可能なものであることが大切である｡

いいかえると,むやみに過大な計画目標を与

えてはならないのである｡ 発展途上国の多く

はあまりにも計画に期待をもちすぎることに

よって,かえって失敗に終わることが多い｡

計画が現実に即したものであることこそ,強

く要求される｡

注意すべきは,政情安定が開発計 画 の設

定,実践にあたってなによりの先決条件をな

すことである｡ 政治情勢の変動は短期的には

かなり予知しやすいが,長射1勺にはひじょう

にむずかしい ｡ 独裁国家においても政権の転

覆があり得るし,議会政治国家においても支

配政党の交替によって政情が激し く変動 す

る｡ この政治的不安定性は,長期的経済開発

の計画化を徹底的に混乱 させる｡ したがっ

て,農業開発と政情の安定とが密接な関係に

あることにとくに注意しなければならない｡

自主的戦略において注意すべき第 2の点

は,所得の増大ならびに所得の分配の平等と

安定とに開通した問題である｡ 短期的 ･長Ⅲ

的な政策戦略は区別されなければな らない

が,農業開発に関していうならば,短射内戦

略としては,たとえば農地制度改革をとりあ

げるべきではない｡ もしとりあげれば,さき

にも触れたとおり徒らに混乱を招くだけだか

らである｡私自身1974年から77年 にか けて

FAO で農地制度改革を主管したが,発展途

上国における農地改革は実際にはいかにむず

かしいか,十分に思い知らされた｡しかし,

長期的な自主的開発戦略においては,とくに

離陸段階後にこの農地制度改革問題がとりあ

げられ得るし,また社会主義国以外において

は,ぜひとりあげられねばならない問題であ

る｡

第 3に,同じく農業開発の戦略としてほ,

農業技術水準の上昇と普及とが組織的にはか

られねばならない｡これは農業技術専門家の

育成あるいは一般農民の教育という,農業 ･

農民教育との問題と結びつく｡

第4には,農業開発のための基礎整備や交

通条件改善という,いわゆるインフラストラ

クチャーの整備改善のための本格的な資本投

下がとりあげられねばならない｡デルタ開発

の場合,その部分をなすひとつずつのプロジ

ェクトについても,少なくとも10年以上の時

間の経過が必要とされよう｡自主的開発戦略

としては,それだけの資本投下をできるだけ

自らのカでおこなうことが切に望まれる｡た

とえ困難といえども,少なくとも,原則とし

ては自己質本の蓄精がはかられなければなら

ないとくりかえし強調したい｡

そして第 5に,この自主的開発戦略におい

ては,農業開発は農業外の諸部門の開発とあ

いまってはじめて進められてゆくべきで,む

しろ開発の重点は農業以外-漸次移るであろ

う｡ さらに,自主的戦略としては輸出向け農

産物の開発,農村信用機構や農産物販売機構

の整備など,長〕紺仰戦略としてはその因の農

業の基礎構造からの対策がたてられねばなら

ないであろう｡

さきにも触れたが,自主的戦略の樹立のた

めには,なによりも国土資源について徹底的

かつ総合的な調査が望ましい｡発展途上国に

おいては,プロジェクト別 の個々の調査は最

近しきりにおこなわれるようになった｡これ

はもちろん喜ぶべき傾向である｡いかなるプ

ロジェクトをたてるにあたっても基礎的に必

要な事項,たとえば水利や地力に関する徹底

的な調査が必要であるO

ところが,発展途上国では総合計画官庁も

口々の業務に追われている感じが強い｡また,
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現在開発戦略のために重要な役割をはたす2

国間もしくは多国間援助機関も,個々のプロ

ジェクト調査以外,この開発戦略としての自

主的 ･徹底的 ･総合的調査研究については,

比較的無関心である｡いずれにせよ,この開

発戦略は発展途上国自体の自発性のもとにお

いておこなわれるからである｡

2. 先進国の援助戦略

もうひとつの重要な農業開発の戦略は,揺

助国あるいは援助機関による戦略である｡ こ

れは,発展途上国つまり被援助国の自主的戦

略とは区別されなければならない｡

この先進国の開発援助戦略として第 1の問

題点になるものは,さきにも指摘 した よ う

に,被援助国の政治 ･経済的安定の問題であ

る｡ 政治 ･経済情勢の不安定な場合,援助の

受け入れ体制ができないことや不安定なこと

のために,援助計画をたてることがひじょう

にむずかしい｡また無理に援助計画をたてた

としても,その実行が不可能になる｡ とりわ

け農業開発は,災害復旧などの緊急援助計画

をのぞくと,長期的な時間の経過を必要とす

る｡ 政治 ･経済情勢が不安定になるときは計

画が実行途中で挫折することが,しばしば起

こり得る｡南ベ トナムやカンボジアに対する

過去の援助計画がその通例である｡ かつてス

カルノ統治下のインドネシア援助の多くが無

に帰したのもー例であろう｡それゆえに,援

助計画をたてるにあたって,その被援助国の

政治 ･経済情勢の安定に万全の注意を払う必

要がある｡

第 2には,開発援助プロジェクトの選定で

ある｡まず,発展途上国の経済開発計画の企

画 ･立案そのものに対する援助が望ましい｡

1968年以来世界銀行がインドネシアに対して

おこなっているものが適例である｡ 世銀はそ

の他の国に対しても計画樹立を援 助 して い

る｡私はこの経済開発計画作成に対する援助
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の必要性とその効果を認める｡これは農業開

発分野でも促進されるべきだと思う｡

さらに,この総合開発計画にもとづいて決

定される個々のプロジェクトについても,そ

の計画段階からの援助が必要となる｡ プロジ

ェクトのフィージビ1)ティやアプレイザル ･

スタディスは,援助がプロジェクトの選定に

あたり必要不可欠な条件 となる｡ これは具

体的にはコンサルタント会社 の仕事 である

が,発展途上国がコンサルタント会社に依頼

するためには,普通は先進国の資本および技

術援助が必要となる｡

いかに貝体的に開発プロジェクトを選定し

計画するかは,決して容易な問題でない｡現

荏,それにふさわしいだけの十分な注意が払

われているかどうかは,疑問である｡

第 3に,先進国の農業開発援助戦略として

大きな問題は,資本協力か技術協力かの点に

ある｡私は農業開発において先進国の技術協

力のはたす役割はひじょうに大きいと思う｡

この農業技術協力には,農業技術試験研究と

農業教育とのふたつが考えられるが,農業教

育についての技術協力はとくに言語関係から

考えてひじょうにむずかしい｡おそらく可能

な教育援助は高等農業教育の場合だけに限ら

れるであろう｡これに対し,農業技術試験研

究については援助の余地はきわめて大きく,

その効果も大きい｡IRRIをはじめとする国

際的農業技術試験研究の成功は著名な事実で

あるが,わが国の熱帯農業研究センターの発

展途上国に対する農業技術試験研究について

も大きな期待がもたれる｡

しかし技術協力について注意すべきは,そ

れが試験研究段階から実施段階に発展すると

きには,ひとつには多数の改良普及員などの

技術指導者,そして農業教育の普及を必要と

する｡また必ずや新しい固定資本 ･流動資本

の投下のために,資本協力を伴わなければな

らない｡新品種が試験研究段階で再成された
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場合,それが実際に栽培されるにあたっては

水利施設が必要とされ,それには当然に資本

投下が必要とされよう｡い い かえると,農業

生産に実際貢献するためには,技術協力は当

然に資本協力を必要とする｡ 同じことが資本

協力についてもいえる｡投下資本の生産性,
たとえば港耽排水事業の投資効果を高めるた

めには,技術水準の上昇がほかられなければ

ならない.したがって,農業における資本協

力と技術協力とは密接不可分な関係にあると

いえよう｡

ただ現実の発展途上国において,資本協力

と技術協力とが十分に関連づけられているか

どうか疑問である｡ 援助国側においても同様

である｡ わが国の場合を例にとると,資本協

力の実務は海外経済協力基金,技術協力のそ

れは国際協力事業団が担当し,この間に密接

な協力関係があるとは思われない｡また多国

間ベースを例にとっても,資本協力を担当す

る世界銀行と技術協力を担当する FAO との

問に形式的な協力関係があるにしても,実体

的にはほとんど無関係に援助が進められてい

る｡1976年新設された IFAD と既存の金融

機関や技術援助機関との闇係はことに問題で

ある｡

援助国側だけでなく受け入れ国側において

ち,技術援助と資本援助との受け入れ機闇が

異なり,とくに発展途上国の特徴として,受

け入れ機関相互の連絡調整がきわめて不十分

である｡

私は,この資本協力と技術協力とが援助国

でも被援助国でもうまくかみあわされていな

い事実を,ひじょうに遺憾に思う｡ これは発

展途上国側の受け入れ体制の問題 で もあ る

が,同時に援助国側の問題でもある｡

第 4に,援助には多国間ベース と 2国 問

ベースとがある｡多国間ベースとは,世界銀

行,UNDP,FAO な どの国際機関によって

おこなわれるものであり, 2国問ベースは日

本なりアメリカなりがおこなっているもので

ある｡ 国際協調あるいは国連主義の理想とし

ては多国間ベースによっておこなわれること

が望ましい｡ しかし,現実には2国問ベース

によっておこなわれるほうがはるかに多い｡

これは,援助国と被援助国との歴史的関係,

援助国の現実的な国益主義と複雑な国際関係

にもとづくものである｡したがって,私は援

助を国連本位にすべきだとの非現実的な主張

をするつもりはない｡また国際機関の援助が

それほど能率をあげているとも思わない｡

今日では,発展途上国に多国間ベースや 2

国問ベースでの援助が殺到しているのが実情

である()発展途上国にとっては,援助はたし

かに ｢買手市場｣である｡それだけにこれを

受け入れる被援助問には,そのための受け入

れ機関あるいは計画機関を十分に整備し一元

化し,プロジェクトを自ら作成するだけの能

力がなければならない｡

ところが,現実の発展途上国の受け入れ体

制はひじょうに貧弱であることが多い｡ たと

えば,上述のインドネシアの場合のように,

総合経済計画官庁たるバペナスは一応陣容が

整っているものの,実際にその農業部門の計

画を立案すべきはずの農務省計画部の計画能

力は驚くべきはど低い｡インドネ シ アの場

令,計画が下から積みあげるのではなく,観

念的に上から作成されているといえよう｡ そ

の結果,十分に審査吟味されない多国間ベー

スおよび2国問ベースでの援助計画が乱立す

る｡ これを防ぐため,上述のように,世界銀

行が技術協力として開発援助チームをバペナ

スに派遣している｡ そしてインドネシア債権

国会議が毎年催され,先進国側の援助が調整

されている｡ つまり,資本協力と技術協力と

が一元化されているわけである｡多国間ベー

スの援助の成功事例といえよう｡

第 5に,私自身は被援助国が急速に開発を

はかるためには,政府ベースによりも,でき
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るだけ民間ベースによるべきだと思う｡ もち

ろん,この場合,民間資本の投下を誘致する

だけの可発可能性あるいは資源の存在を必要

とする｡たとえばインドネシアにおいて乱伐

･乱獲が非難されているが,木材伐採や水産

資源開発は注目に値しよう｡ あるいは,その

成功はひじょうに危ぶまれているが,ランボ

ン州における日本商社の農産物開発輸入計画

はとにかく注目に倦するものであろう｡

私が民間ベースの開発を率重に評価する理

由は,政府ベースの開発能力より民間のそれ

が高いとの事実そのものからで あ る｡ 政 府

ベースにおける開発主体は,あくまで発展途

上国政府である｡ 現状として,この政府機闇

が一般に能率的でなく,また新興国特有の悩

みも多い｡これに対し,外国企業の場合は技

術および経営能率が格段にまさる｡ さらに質

本調達能力をもつ ｡ したがって,農業開発の

場合においても,それを急速に進めてゆくた

めには狭いナショナリズムにとらわれず,檀

期的にみて外国企業の精極的な進出を奨励す

べきであろう｡ これはひじょうに∃三要な点だ

と,とくに強調しておきたいことである｡

ただ,この外国資本の民間ベースでの農業

開発にはいろいろと問題がある｡ ひ とつ に

は,資源が外国人の手によって開発されるこ

とに対する国民の反感である｡ いわゆるナシ

ョナリズムの問題だ｡その結果,外国資本の

投下が歓迎されないどころか,タイのような

外資導入促進法のある国でさえ,その許 ･認

可がひじょうにシビアにおこなわれ,外国質

本としては嫌気がさすような事態が起こる｡

外国資本にとっても,海外投資には未知な要

素が多く本質的に危険である｡ それだけに長

期的となると,狭い国家主義にもとづく妨害

にはとうてい耐えられなくなる｡さらに,覗

地で農業開発を恨調に進めるためには現地人

との協力の上で,できれば合弁形式をとるこ

とが望ましい｡ ところが,国によって差はあ
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るが,その合弁事業に適当なパー トナーを見

出すことが容易でないことも多い｡東南アジ

アの場合,パートナーとしては華僑が選ばれ

るが,インドネシアにおいては華僑を選ぶこ

とはその国の国民感惜として有利ではない｡

最後に,そして最も重要な点であるが,外

国資本にとって有利な農業開発のプロジェク

トが見出しがたいことである｡ランボン開発

のほか,タイにおける甘庶工場やジュート工

場についても必ずしも成功しているとはいえ

ない｡つまり,第 2次世界大戦前の旧植民地

時代とは異なって,今日では外国民間資本に

よる農業開発の可能性は重要であるにもかか

わらず狭 くなったのも事実と思われる｡

第6に,農業開発の援助国側の戦略におい

ては,被援助国から要請を待ったうえで援助

をするという頂則を認めながらも,被援助国

の計画能力が低いという現実に即し,援助国

側から被援助国に対して援助プロジェクトを

要請せしめること,つまり被援助国の要請を

要請することが必要である｡ これは要請に対

する要請 (requesttorequest)の原則といえ

よう｡ 私は発展途上国における体験でとくに

この必要性を痛感した｡世界銀行が各地に駐

在員事務所を置いているのは,まさにそのた

めであるといえよう｡

くりかえLになるが,たいていの発展途上

国は,具体的に技術的に可能であり経済的に

有利なプロジェクトを開発作成するだけのス

タッフと時間を欠いている｡ それだけに,揺

助国としては,被援助国の実態をよく調査し

フィ-ジブルなプロジェクトを発掘すること

に努力を惜しんではならない｡

ただ,この場合注意すべきこととして,こ

うしたプロジェクトが費用便益計算にのるか

どうかを重視すべきでないと,私は最近とく

に強く思う｡ というのは,開発援助は普通は

きわめて低利の長期返済である｡ その間のイ

ンフレーションを考慮すると,たいていのプ
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ロジェクトは運営のいかんによっては採算圏

内に入る｡ したがって,その採算圏内に入る

か否かというよりも,とくに相対的に有利で

あるかどうかが判定基準とならなければなら

ない｡

また,その基礎としての技術的フィージビ

リティが精査されねばならない｡ それととも

に,便益の中には生産以外の,たとえば雇傭

効果や自然保護効果なども考えられるべきで

ある｡ そのため,徹底した時間をかけた調査

が不可欠となる｡ もちろん援助にあたっては

迅速な行動が望ましい｡この点を重 ん じつ

つ,しかも十分な調査といかに調和をはかる

かが問題である｡

む す び

農業開発論の課題のむすびとして,日本が

とくに東南アジアの農業開発に対していかに

あるべきか,私のこれまでの研究体験をもと

として,若干の政策的提言を試みたい｡

第 lは,東南アジア諸国に対して絶えざる

接触 (contact)と研究とをほかる こ とで あ

る｡ いいかえると,これ ら諸 国 の基 礎 的

(basic)な諸問題,たとえば自然環境や人文

社会経済的基礎条件について総合的かつ徹底

的な調査を進め,口々変化してやまない現実

の政治 ･経済情勢を絶えずフォローしてゆく

ことである｡

次に,絶えざる東南アジアとの接触という

ことの意味であるが,これは農業開発論の立

場からいうと,農業開発を視点に置いて,農

村 ･農業 ･農民の実態と密接に接触し,これ

に伴う諸問題を只体r加こしてゆくこ とで あ

る｡ このことは総合的にも個別的にも,ある

いは地域的にもプロジェクト別にもおこなわ

れ得よう｡ もうひとつには農業開発主体,と

くに政府機関の政策の樹立,決定過程につい

ての実態把握と分析とが必要である｡ この農

業開発政策の策定過程についての具体的な研

究は,現在きわめておくれていると感ぜられ

る｡

第3に,それゆえに,農業開発の研究にあ

たっては農村調査が欠 くべからざるものとな

る｡ 統計をはじめとする官庁の調査研究統計

質料作成のおくれている東南アジア諸国の現

状としては,研究者自らがその資料収集にあ

たらねばならない｡また,官庁作成資料の正

確度を現場に即して吟味しなけれ ば な らな

い｡それゆえに,農業開発における野外調査

の重要性があくまでも強調される｡

しかし第4として,フィールド･ワークと

並行し,まずその国の政府の計画 ･行政機関

や大学試験場とできるだけ密接な,かつ継続
的な関係をもたなければならない｡私は戦後,

これらの機関が急速に発展してきたことを認

める｡ したがってそれらに対する資本協力 ･

技術協力を積極的に継続的に推し進めねばな

らない｡.

第 5に,農業開発の実践はいうまでもない

が,研究にあたっても,わが国政府の東南ア

ジア援助に関する諸機関,たとえば外務をは

じめとする各省や,熱帯農業技術センターの

ような政府機関および大学研究機関,半政府

機関 として海外経済協力基金,国際協力事

業団,アジア経済研究所,あるいは東南アジ

アで農業開発に従事するコンサルタント会社

をはじめとする民間企業や民間協会などとの

連絡をほかるべきである｡ それ とと もに,

たとえば世界銀行,アジア開発銀 行, 国連

食糧農業機構のような国際機関, あ るい は

USAID のような2回間援助機構,あるいは

欧米大学の東南アジア研究部門とも連絡をは

かり,少なくともかれらの調査研究の実態を

つねに知っておくことが必要である｡ これら

は農業開発の研究方法的課題ともいえよう｡

さらに第6に,農業開発論は本質的には,

その方法論において社会科学の領域 に属 す
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る｡ しかし,その現実の研究にあたっては,

人文科学的な教養も必要であれば,農業技術

に関する知識も必要である｡ とくに農業開発

の実践にあたっては,本来の農民の在来農法

を根底から認識するとともに,新しい農業開

発手段,たとえば新品種 ･新農法についても

十分な知識がなければならない｡この意味で

農業開発論の研究にあたっては,それは本質

的には社会科学であるが,それだけに農業技

術学にも十分注目されねばならな い ので あ

る｡
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最後に一言しておきたいのは,農業開発論

の将来である｡ さきに指摘したどとく,南北

所得較差の拡大と世界食糧需給の深刻化は今

後ともつづくと予想される｡ それだけに,忠

業開発論の研究が理論的かつ実証的に高度化

されることが必要である｡ 私は,この研究の

理論と実践との両側面にわたる,ますますの

発展を期待してやまない｡私自身も今後とも

この研究をつづけてゆきたいと思っている｡

一層のご指導を賜わるようお願いするしだい

である｡


